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社会のニーズに応えた大学のリ・スキリング等の取組の充実について（依頼） 

 

 

技術や社会が急速に変化する中、個々人の人生・雇用や我が国の成長にとって、社会に出てか

らも学び続けることが必要であり、その機会をどのように確保するかが重要な時代となっていま

す。また、我が国の成長戦略として、人口減少や産業構造の急速な変化による労働需給のミスマ

ッチに対応し、労働生産性・質の向上や、新しく成長する産業分野の知識・技能の習得や成長分

野等への労働移動の促進が重要な課題となっています。 

このような環境変化の下、大学が社会の実需に応じた学び直しを体系的に担うことがこれまで

以上に求められており、「我が国の『知の総和』向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答

申）（令和７年２月 21 日中央教育審議会）」においても、別添１のとおり、「18 歳中心主義」の前

提を改める必要がある旨の提言がなされています。 

18 歳人口の急減を迎える中で、個々の大学が自ら産業界や自治体、同窓会組織等との緊密な連

携を通じ、リ・スキリングのニーズを把握し、収益化が可能なリカレント教育やリ・スキリング

プログラム（（以下「リ・スキリングプログラム等」という。）を開発・提供することは、今後の大

学のあり方として必要不可欠な取組です。政府においても、日本成長戦略会議において高市内閣

総理大臣から、（「17 の戦略分野やそれを支えるエッセンシャルサービスの担い手の育成のため（中

略）リ・スキリング講座の開発・提供まで一気通貫で支援する取組を進めてください」との指示

がなされたことを受け、別添２のとおり、厚生労働省、文部科学省、経済産業省と各分野の業所

管省庁が連携し、政府一体となってリ・スキリング・人材確保に向けた取組を行っていくことと

しているなど、成長分野等に関する大学における実需に応じたリ・スキリングプログラム等の開

発・提供支援にこれまで以上に取り組んでいくこととしています。 

こうした状況に鑑み、文部科学省では、基盤的経費の充実を図るとともに、別添３のとおり、

令和９年度概算要求において、成長分野等に関するリ・スキリングプログラムの開発や、「学び続

ける社会」の実現に向けた大学の全学的体制整備のための支援事業に関する予算等を計上したと

ころであり、今後、関係府省庁等と連携し、各分野で必要とされる人材像や人数規模、それらに



対応するためのリ・スキリングニーズなどを具体的に明らかにし、リ・スキリングプログラム等

の開発・提供に資するよう、各大学にお示ししていく予定です。 

「18歳中心主義」から脱却し、「学び続ける社会」の拠点として、リ・スキリングに関する取組

の充実など全世代の学習ニーズに応えることは、大学の本来業務であることはもとより、これか

らの時代の大学の大きな役割の一つであり使命です。今般、文部科学省において、「学び続ける社

会」の実現に向けた大学の取組の充実に資する情報及び留意事項を下記のとおり取りまとめまし

た。 

各国公私立大学におかれては、これらの事項について十分に御留意の上、企業や地域等と連携

した実需に応じたリ・スキリングプログラム等の開発 ・提供など、 「学び続ける社会」の実現に向

けた取組の充実を戦略的に進めていただくようお願いいたします。 

 

記 

 

１．令和９年度概算要求における大学に関するリ・スキリング関係予算について 

令和９年度概算要求において、文部科学省では、大学に関するリ・スキリング関係予算として

以下の３事業の予算を要求しています （別添３）。各大学におかれては、各事業に対する御参画を

積極的に御検討ください。 

 

（１）成長分野等におけるリ・スキリングプログラム開発事業（要求額：３３７億円） 

17の戦略分野やそれを支えるエッセンシャル分野の担い手の育成のためには、大学における

リ・スキリングプログラムの充実が不可欠です。本事業は、分野ごとに、関係省庁、産業界、教

育界等のステークホルダーからなる分野別ワーキンググループを設置し、各分野における人材

需要、必要となる人材像・スキル、リ・スキリングによる定量効果を明確化した上で、これら

を踏まえた大学における短期の実践型リ・スキリングプログラムの開発・実施に対する支援を

行うものです。 

 

（２）「学び続ける社会」の実現に向けた大学の全学的体制整備支援（要求額：２１０億円） 

リ・スキリングプログラムを持続可能な形で充実させるためには、リ・スキリングを大学の

ミッションとして明確に位置付け、全学的な体制を整備することが不可欠です。一方、現状で

は、多くの大学において、リ・スキリングが経営戦略上必ずしも明確に位置付けられておらず、

また、学内組織や体制、インフラ及びルール等の整備が不十分であるなど、持続可能な形で質

の高いリ・スキリングプログラムを提供するための体制が十分に整備されているとは言い難い

状況です。本事業は、こうした状況を踏まえ、大学が、「学び続ける社会」の拠点としての機能

強化を図ることができるよう、学内変革に向けた総合的な支援を行うものです。 

 

（３）産学連携リ・スキリングによる社会人修士・博士育成事業（要求額：５３億円） 

成長分野等においては、修士・博士レベルの高度な専門知識・研究力を備えた人材ニーズも

高まっており、学士や修士からの進学者のみならず、社会人による修士課程 ・博士課程でのリ・

スキリングによっても人材を確保していくことが急務です。本事業は、経営層を含む社会人が



働きながら修士課程・博士課程で学ぶことを可能とするための環境整備に対する支援を行うも

のです。 

 

２．各大学のリ・スキリングプログラム等の開発・提供に係る取組の充実に向けて参考となる資

料について 

リ・スキリングプログラム等を開発・提供するにあたっては、これまでの大学運営の常識にと

らわれず、企業や地域等の実需に応じたプログラム設計を行うこと、適切な受講料の設定をもと

に収益化を実現すること、これらを継続的に実施するための全学的な体制を整備していくことな

どが重要です。 

文部科学省におけるこれまでの取組の成果及びリ・スキリングに関する支援策を以下のとおり

取りまとめていますので、各大学の取組の充実に向けて参考としてください。 

 

（１）産学官が連携したリ・スキリングの推進に関するノウハウを取りまとめた資料 

【概要】https://www.mext.go.jp/content/20260414-mxt_syogai03-000047315_3.pdf 

【本体】https://www.mext.go.jp/content/20260410-mxt_syogai03-000047315_2.pdf 

 

（２）リ・スキリングに関する取組の収益化に向けたガイドライン 

https://www.mext.go.jp/content/20260213-mxt_syogai03-000047315_8.pdf 

 

（３）令和６年度補正予算「リカレント教育エコシステム構築支援事業」における採択事例集 

 【地方創生に関する事例集】 

https://www.mext.go.jp/content/20260525-mxt_syogai03-000040006_1.pdf 

 【産業成長に関する事例集】 

https://www.mext.go.jp/content/20260430-mxt_syogai03-000040006_1.pdf 

 

（４）リ・スキリングに取り組む個人や企業に対する支援策 

リ・スキリングに取り組む個人や企業に対する支援策について、厚生労働省、経済産業省に

よる施策を含め、別添４のとおり取りまとめています。なお、日本学生支援機構の貸与型奨学

金は、社会人であっても正規の学籍で大学に在籍する場合は貸与が可能です。 

これらの支援策を効果的に活用することにより、個人や企業の負担を軽減してリ・スキリン

グプログラム等の受講につなげることが可能となりますので、各大学における広報活動や企業

等との連携の際などに御活用ください。 

 

３．リ・スキリングプログラム等の開発・提供等に係る留意事項 

（１）受講料の考え方について 

質の高いリ・スキリングプログラム等を持続可能な形で提供していくためには、企業や地域

等の実需に応じ、大学ならではの独自価値・付加価値を強化したプログラムを構築した上で、

当該プログラムの実施にかかるコストや市場価値を踏まえ戦略的に価格設定をすることが重要

です。リ・スキリングプログラム等の内容を適切にプライシングし、収益化を含め、戦略的か

https://www.mext.go.jp/content/20260414-mxt_syogai03-000047315_3.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20260410-mxt_syogai03-000047315_2.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20260213-mxt_syogai03-000047315_8.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20260525-mxt_syogai03-000040006_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20260430-mxt_syogai03-000040006_1.pdf


つ積極的に大学経営に生かしていくことが期待されます。 

なお、国立大学法人は、国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）第 22 条第 1 項各号に規

定される業務と離れて、直接収益を目的とした別の業務を行うことはできませんが、同項各号

の範囲内の業務を行う中で、受益者に対し費用の負担を求め、結果として、収益を伴うことま

でを否定するものではありません。例えば、大学の有する知見を活用して実施する科目等履修

生や特別の課程履修生（いわゆる履修証明プログラムの履修者）など学生以外の者（以下「科

目等履修生等」という。）へのリ・スキリングプログラム等について、受益者負担として受講料

を設定することも可能です。 

また、公立大学においても、国立大学法人と同様に、各設置根拠法令に規定される業務と離

れて、直接収益を目的とした別の業務を行うことはできませんが、法令の定める範囲内の業務

を行う中で、受益者に対し費用の負担を求め、結果として、収益を伴うことまでを否定するも

のではありません。 

大臣所轄学校法人においては、教育研究活動として大学の知見を活用して科目等履修生等へ

のリ・スキリングプログラム等を実施できることはもとより、付随事業（教育研究活動に付随

する非営利事業）、収益事業（教育研究活動を助けるための営利事業）を行うことができますの

で、必要に応じて、リ・スキリングプログラム等の実施形態として活用し、それぞれの実施形

態に応じた適切なプライシングを御検討ください。なお、付随事業・収益事業の実施にあたっ

ては、「学校法人における付随事業・収益事業」の留意点を御確認いただくようお願いいたしま

す。 

各国公私立大学におかれては、リ・スキリングプログラム等に必要なリソースや魅力的な環

境を確保・構築しつつ、受益者への適切なコスト負担による持続的な体制の形成・発展に向け

た取組を実施していただきますようよろしくお願いいたします。 

【学校法人における付随事業・収益事業】 

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shiritsu/fuzuishuueki.html 

 

（２）大学院の定員管理の考え方について 

大学院設置基準（昭和 49年文部省令第 28号）第 10条第３項に基づき、大学院は、教育研究

にふさわしい環境の確保のため、在学する学生の数を収容定員に基づき適正に管理するものと

されています。当該収容定員の変更に必要な手続について、国立大学については、中期計画変

更により収容定員を変更することが可能であるとともに、私立大学及び公立大学については、

私立大学の法科大学院を除き、その増減にかかわらず、届出により行うことが可能であり、各

大学においては、必要な教員の配置や施設・設備の整備など教育の質の確保に十分留意しつつ、

社会人の学び直しの円滑な受入れに向けた柔軟な対応を行うことが期待されます。 

なお、科目等履修生等の受け入れについては、収容定員に算入されるものではありませんが、

この場合においても、教育の質の確保に十分留意した上で、各大学において適切な対応を行う

ことが期待されます。 

 

（３）単位認定の考え方について 

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shiritsu/fuzuishuueki.html


「学び続ける社会」の実現のためには、社会人がそれぞれの状況やニーズに応じて学びを積

み重ねていくことができる環境の整備が重要です。例えば、各大学の判断により、履修証明プ

ログラムとして開設されたリ・スキリングプログラム等の修了者に対して単位を授与し、その

後に進学した大学や大学院において、当該単位を学位授与に必要な単位として認定することは

可能であり、こうした仕組みを活用することにより、社会人が働きながら学び続けることがで

きる環境の整備を行っていただくようお願いします。なお、大学等における履修証明制度の運

用及びその履修者に対する単位授与等に関する留意事項については、令和４年３月 22日付け高

等教育局長通知（別添５）をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

【本件連絡先】 

文部科学省総合教育政策局 

生涯学習推進課リ・スキリング推進室 

職業教育推進係 

TEL：03-5253-4111（内線 3466） 

E-mail：syokugyou@mext.go.jp  
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産学連携リ・スキリングによる社会人修士・博士育成事業

文科省補助金
（講義時間・履修
形態等の工夫）

包括連携協定など

人材育成計画策定
（「○○コースを修了後、
◆◆職に配置する」等）

 我が国における大学院への社会人入学者数は頭打ち状態にあり、博士人材数の伸び悩み、高度専門人材の産業界での活用不足、国全体の生産性停滞に繋がっている。
 17の戦略分野などの成長分野（バイオ、AI・半導体、蓄電池など）では、修士・博士レベルの高度な専門知識・研究力を備えた人材ニーズが高まっており、新卒学生の育

成のみではなく、社会人のリ・スキリングによっても人材を確保していくことが急務。博士レベルの知は産業・社会実装に不可欠であり、博士人材を社会で循環させる設計は、
国全体の競争力・成長に直結する。この体制を構築するためには、経営層を含む社会人が働きながら修士課程・博士課程まで進める履修形態や学びが処遇改善に確実に
繋がる基盤を整備することが必要。

背 景 ・ 目 的

53億円/年×６年
大学（補助１億円×50件）

支援機関（委託３億円×１件）
・ 採択業務
・ 大学と企業のマッチング支援
・ 連携企業の人材育成計画に対する戦略的アドバイス
・ 採択大学のノウハウ集約・横展開
・ 周知広報 など

（担当：総合教育政策局生涯学習推進課）

概 要

予 算

目 指 す 社 会
 大学と企業が強力に連携し、修士課程・博士課程まで
一気通貫の計画的なハイレベル企業人育成

 学びと労働が接続し、「学び直しが当たり前」の社会の実現

大学

 社会人が働きながら学べる環境整備
（受講期間・曜日・時間や履修形態等の
特別カリキュラム・コース編成、単位互換、
評価制度、実務家教員など）

 共同研究や企業の課題解決など、
社会人の受け入れによって
大学・企業の双方にメリット

 人材育成計画に基づいて、大学へ
社員を派遣

 産学連携のメリットが企業成長に寄与
 学びの成果を確実に処遇に反映

事 業
ス キ ー ム

支援機関委託費

 ノウハウの横展開
 人材育成計画のブラッシュアップ支援 など

企業

令和9年度要求・要望額 5,306百万円
うち「強く豊かな日本」投資枠 5,306百万円

（新規）

 大学と企業が包括連携協定を締結するなど協働し、企業の人材戦略と連動した人材育成計画を共同で策定した上で、社会人が働きながら修士課程・博士課程で学ぶこ
とができる環境整備（特別コース等を整備し、受講期間、開講時間、履修方法等に配慮した柔軟な教育プログラムを提供するなど）を行う。 大学院での学修は、企業の研
究開発課題や業務課題の解決、産学共同研究等と連携して実施するなど、学びと労働を接続した実践的な人材育成を推進する。

 短期リ・スキリングプログラムから修士課程・博士課程への接続を促進するとともに、企業ニーズに基づく研究成果の単位認定や、修了後の配置・処遇への反映を通じて、継続
的な学びとキャリア形成を支援する。 こうした取組を通じて、大学・企業間の連携体制の構築、人材育成計画の高度化、優良事例の横展開を図り、社会人が修士課程・
博士課程で学ぶことが当たり前となる社会の実現を目指す。
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活用事例イメージ

人材開発支援助成金（厚生労働省）

リスキリングにおける
現状の支援策

大学・大学院の課程や
プログラムを活用可能なもの

（案）

＜個人向け＞

＜企業向け＞

＜その他＞

6

教育訓練給付金（厚生労働省）

教育訓練休暇給付金（厚生労働省・2025年10月より）

リ・スキリング等教育訓練支援融資（厚生労働省・2025年10月より）

リスキリングを通じたキャリアアップ支援事業（経済産業省）

奨学金制度（文部科学省）

1

2

3

4

5

7･8



＜個人向け＞労働者・求職者（雇用保険対象者）→ ハローワーク

教育訓練給付金（厚生労働省）

種 類 対象教育訓練 講座指定要件 給付率・上限

専門実践
教育訓練給付金

特に労働者の中長期的
キャリア形成に資する教育訓練

専門職大学院課程、職業実践力プログラム
(BP)、専門学校キャリア形成プログラム(CP)、
外国大学院の経営管理の学位課程 等

経費の50％(年間上限40万円)
※一定の要件を満たした場合
最大80％(年間上限64万円)

特定一般
教育訓練給付金

特に労働者の速やかな再就職及び
早期のキャリア形成に資する教育訓練

短時間のＢＰ・ＣＰ
(60時間以上) 等

経費の40％（上限20万円）
※一定の要件を満たした場合
最大50%（上限25万円）

一般
教育訓練給付金

上記以外の雇用の安定・就職の
促進に資する教育訓練

①公的職業資格又は修士若しくは博士の
学位等の取得を訓練目標とするもの

②①に準じ、訓練目標が明確であり、訓練
効果の客観的な測定が可能なもの

経費の20％（上限10万円）

雇用保険の被保険者等が主体的に、厚生労働大臣が指定する教育訓練を受講し、修了した場合に、
受講費用の一部を雇用保険により支給
特定一般教育訓練給付金、一般教育訓練給付金は受講後1か月以内にハローワークに申請、
専門実践教育訓練給付金は、受講開始日から６か月ごとにハローワークに申請。

申請・問い合わせ先：ハローワーク
（参考）教育訓練給付金｜厚生労働省 1

概要

支給申請時期

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/kyouiku.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/kyouiku.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/kyouiku.html


教育訓練休暇給付金（厚生労働省・2025年10月より）

＜個人向け＞労働者（雇用保険対象者）・ （企業） → ハローワーク

＜給付日数＞

対象者
以下の要件を満たす雇用保険被保険者（在職中の者）
    ・ 休暇開始前２年間に12か月以上の被保険者期間があること
    ・ 休暇開始前に５年以上、雇用保険に加入していた期間があること

受給要件

以下の全ての要件を満たす休暇を取得すること
    ・ 就業規則や労働協約等に基づく休暇
  ・ 教育訓練の受講のために労働者が自発的に希望し、 事業主の承認を得て取得する30日以上の無給の休暇

    ・ 以下のいずれかの教育訓練等の受講のための休暇
      ① 学校教育法に基づく大学等が提供する教育訓練等
      ② 教育訓練給付金の指定講座を有する法人等が提供する教育訓練等
      ③ 職業に関する教育訓練として職業安定局長が定めるもの

内容
受給期間：休暇開始日から起算して１年間
給付日額：休暇開始日前６か月の賃金日額や年齢に応じて算定
給付日数：雇用保険の加入期間に応じて90日、120日、150日のいずれか

雇用保険の被保険者が自発的に教育訓練を受けるために無給の休暇を取得した場合に、失業給付(基本手当)
に相当する給付を雇用保険により支給
休暇開始後、事業主、本人がそれぞれ必要な手続を行ったうえで、休暇開始日から30日ごとに
ハローワークで休暇を取得していることについて認定を受ける。

概要

申請時期

申請・問い合わせ先：ハローワーク
（参考）教育訓練休暇給付金｜厚生労働省 2



リ・スキリング等教育訓練支援融資（厚生労働省・2025年10月より）

雇用保険被保険者以外の者が、生活費面の不安なく教育訓練に専念し、スキルアップ等を実現できるようにするため、
これらの者が自ら選択した教育訓練を受けるに当たって必要となる「教育訓練費用」と「教育訓練期間中の生活費」を融資。
また、訓練修了後の賃金が訓練開始前の賃金と比較して増加する等の条件を満たした場合、債務残高の一部を返済免除
する。
ハローワークで職業相談・キャリアコンサルティングを受け、ジョブ・カードを作成した上で融資申込

申請・問い合わせ先：ハローワーク
（参考）：リ・スキリング等教育訓練支援融資｜厚生労働省

対象者

・ハローワークに求職の申込みを行っていること
・雇用保険被保険者や受給資格者ではないこと
（雇用保険の適用がない雇用労働者や離職者、フリーランスなど）
・過去3年以上の就業経験があること など

内 容

以下、最長２年間分。年収200万円未満の者や離職者に対しては最長１年間分 
・教育訓練費用の貸付上限：年間 120万円
・生活費用の貸付上限：年間120万円（10万円 ×12ヶ月）
・貸付利率：年2.0％ 
・返還期間：教育訓練修了後から１年間（据置期間）経過後 、 10年間以内
・その他：一定条件で返済免除措置あり（訓練修了後の賃金増加など）

＜個人向け＞労働者・求職者（雇用保険対象者を除く）→ ハローワーク

概要

申請時期

3

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/reskillingtou_shienyushi.html


リスキリングを通じたキャリアアップ支援事業（経済産業省）

申請・問い合わせ先：補助事業者（list_jigyousha.pdf）
（参考）リスキリングを通じたキャリアアップ支援事業

＜個人向け＞在職者 → 補助事業者

4

概要

申請時期

在職者に対してキャリア相談・リスキリング講座の受講・転職支援を一体的に支援。受講終了した場合は受講費用の50％相当
額（最大40万円）補助、転職完了後１年間継続的に就業した場合は、追加的に受講費用の20％（最大16万円）補助。
随時受付（※講座の開講時期は補助事業者によって異なる。）

キャリアプラン
について相談

プログラム受講による
リスキリング

転職相談・職業紹介 キャリアアップの実現

キャリア相談、リスキリング、転職までを一体的に支援

https://careerup.reskilling.go.jp/worker/assets/pdf/list_jigyousha.pdf
https://careerup.reskilling.go.jp/


奨学金制度（社会人が対象となる代表的なもの）（文部科学省）

制度名 対象 支援内容

国内 ①第一種奨学金（貸与・無利子）
 第二種奨学金（貸与・低利子）

大学・大学院・専門学校などに在籍する社会人学生
※過去に日本学生支援機構の奨学金の貸与を受けたことがあっても
申請可能

学費等を無利子で貸与
・大学学部：最大76.8万円／年
・大学院（修士）：最大105.6万円／年

学費等を低利子で貸与
・大学学部：最大144万円／年
・大学院（修士）：最大180万円／年

海外

②海外留学支援制度（給付）
 大学院学位取得型
 ※特別枠あり

支援期間開始時に企業等に雇用されていない社会人学生が、大学院の学位取得を目
的として留学する場合（修士の場合は35歳未満、博士の場合は40歳未満が対象）
※特別枠は、上記かつ、世界トップレベル大学の理系博士課程に進学を希望する場合

月額：最大38.8万円
※特別枠の月額：最大83.3万円

渡航支援金：1万円

③第二種奨学金（海外）（貸与） 社会人学生が学位取得を目的として留学する場合
学費等を低利子で貸与
・大学学部：最大144万円／年
・大学院（修士）：最大180万円／年

申請・問い合わせ先：所属の大学、進学先の大学院等
（参考）日本学生支援機構奨学金相談センター（https://www.jasso.go.jp/shogakukin/oyakudachi/toiawase/index.html）

奨学金の代理返還支援(代理返還)制度

＜個人向け＞社会人 →（大学、大学院等経由）独立行政法人日本学生支援機構（JASSO） 

※大学・大学院・専門学校などに進学して「学生」として在籍していること。さらに学力基準や家計基準などを満たす必要有。
進学のために離職した場合には、家計の状況により、家計基準の判定において離職後の収入に基づいた選考を行うことができる。

※大学院修士課程においては授業料後払い制度も利用可能。
（参考）奨学金制度の種類と概要 | JASSO
※企業等による奨学金の代理返還支援(代理返還)制度も活用可能
企業等が社員の貸与型奨学金の返還をサポートすると、
・企業等にとって、法人税について、給与として損金算入が可能なほか、「賃上げ促進税制」の対象となる
・社員にとって、所得税が非課税となり得るといった税制上のメリットがあり、企業等にとっては毎月の返還支援を通じて人材定着等に効果がある制度である
（参考）企業等の奨学金返還支援(代理返還)制度 | JASSO

申請時期：①年2回（春と秋）、②年1回（秋）、③毎月（５月～12月）

5

https://www.jasso.go.jp/shogakukin/about/index.html
https://www.jasso.go.jp/shogakukin/about/index.html
https://dairihenkan.jasso.go.jp/
https://dairihenkan.jasso.go.jp/
https://dairihenkan.jasso.go.jp/
https://dairihenkan.jasso.go.jp/
https://dairihenkan.jasso.go.jp/
https://dairihenkan.jasso.go.jp/


人材開発支援助成金（厚生労働省・2027年4月より）

企業が従業員に大学や研修機関において職務に関連した訓練を実施する場合、
訓練経費と従業員の受講中の賃金の一部を助成。
訓練開始の6か月前から1か月前までに計画届を提出。

申請・問い合わせ先：都道府県労働局（参考）人材開発支援助成金｜厚生労働省

コース名 内容 助成額

訓練実施コース

○企業が10時間以上のOFF-JTによる訓練や、OJTとOFF-JTを組み合わせ
 た訓練を業務命令で実施した場合に、訓練経費等を助成
 ※大学・大学院での訓練や高度デジタル人材育成のための訓練について高率助成

○業界団体等がスキル可視化・標準化や訓練プログラムを開発し、傘下の事
 業主に訓練を実施した場合に、訓練経費を助成
※スキル可視化・標準化やプログラム開発経費について高率助成

○企業
＜経費助成＞
中小企業：経費の 45～75％
大企業：経費の 30～60％
＜賃金助成＞
中小企業：800円～1000円／時間／人
大企業：400円～500円／時間／人

○業界団体等（助成上限１億円）
＜経費助成＞
可視化・標準化：経費の75％（上限500万円）
プログラム開発：経費の75％（上限1,000万円）
訓練実施：経費の30～45％

休暇制度導入コース ○企業が教育訓練休暇制度を導入し、労働者がその休暇を取得して訓練を受
 けた場合に助成

＜経費助成＞
中小企業：20～30万円／回
大企業：20～30万円／回
＜賃金助成＞※長期教育訓練休暇制度のみ
中小企業：1,000円／時間／人
大企業：500円／時間／人

＜企業向け＞ 企業 → 都道府県労働局

6

概要

申請時期

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
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雇用者

従業員

教育機関

人材開発助成金・
職業訓練実施計画届

（講座開始日の６か月前から
１か月前までに提出）

給付金
申請

派遣
予定者
決定

人員調整
助成金申請

募集

社会人向け講座準備（講座の見直し）
報告書の作成

内部実施 助成金申請行為

開講

非正規課程（履修証明プログラム・短期プログラム等）の活用イメージ

募集

講座申請

受講者アンケート
等の実施

開講

受
講
者
決
定

給付金申請行為

予算調整

就業規則等整備

受給資格確認票提出
（必要時）

休暇給付金申請行為

休暇取得確
認票を雇用
者に提出

無給休暇
認定申告書提出等

(休暇開始から30日以内、
以後30日ごとに提出)

受講

※各種申請手続きの提出先：助成金は管轄労働局、給付金はハローワーク

賃金
月額
証明
書等
提出

7

:人材開発助成金（受講料を企業が支払う場合）
:教育訓練給付金（受講料を個人が支払う場合）
:教育訓練休暇給付金

＜活用できる支援金＞
雇用者
従業員・個人

閉講



10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 … … 3 4 5

雇用者

従業員

教育機関 修士課程
（2年）

正規課程の活用イメージ

分野・定員等の確認、準備
出
願
受
付

出願準備
出
願
手
続

試
験

受
験

2025年 2027年

募集
要項
公開

●
合
格
発
表

入
学
手
続

入
学
申
込 給付金

申請
奨学金は在学中

に申請

＜活用できる奨学金＞
・従業員・個人：無利子・有利子貸与奨学金（日本学生支援機構）

＜活用できる支援金＞※貸与奨学金と併用可
・従業員・個人：教育訓練給付金（受講料を個人が支払う場合）

 教育訓練休暇給付金

派遣予定者決定人員調整

予算調整

募集
派遣方針

無給休暇

認定申告書提出
等（休暇開始か
ら30日以内、以
後30日ごとに提

出）

賃金
月額
証明
書当
提出

8

内部実施 助成金申請行為 給付金申請行為 休暇給付金申請行為

入学 卒業

休暇取得確
認票を雇用
者に提出

受給資格確認票
提出（必要時）

※申請・問い合わせ先：奨学金は所属の大学、進学先の大学院等、給付金はハローワーク
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